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こども・若者世代からの
⾃殺対策の取組について

資料３
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こどもの⾃殺について

近年、こどもの⾃殺者数は増加傾向

【出典】（全国・県）厚⽣労働省HP ⾃殺の統計︓各年の状況

 10代〜30代における死因の第１位が「⾃殺」（全国・県）
※全体の主要死因順位では、⾃殺は10位圏外（全国・県）

管内県全国
ー4⼈（3⼈）830⼈（538⼈）令和７年
０⼈3⼈（2⼈以下）800⼈（529⼈）令和６年

※10代の⾃殺者数、
（ ）は⼩中⾼⽣再掲
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国の動向

平成18年 ⾃殺対策基本法成⽴
平成19年 第⼀次⾃殺総合対策⼤綱
平成24年 第⼆次⾃殺総合対策⼤綱
平成29年 第三次⾃殺総合対策⼤綱
令和４年 第四次⾃殺総合対策⼤綱

令和５年 こどもの⾃殺対策緊急強化プラン
令和７年 ⾃殺対策基本法の⼀部を改正する法律（R8.4.1施⾏）

H26 学校における⾃殺予防教育導⼊の⼿引き

H21 教師が知っておきたい⼦どもの⾃殺予防
H22 ⼦供の⾃殺が起きたときの

緊急対応の⼿引き

R7 児童⽣徒の⾃殺が起きたときの
背景調査の指針

H30 ⽂科省通知｢年１回以上SOS出し⽅教育｣

こども・若者の⾃殺対策
のさらなる推進・強化

誰にどうやって助け
を求めればよいかを
具体的に学ぶ教育
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本県の新たな取組

①「こどものいのちを守る教育」連携強化事業（R8~R10）
(1) 「エリア連携体制」の構築
(2) 「こどものいのちを守る教育」の普及・啓発
(3) 「SOSの出し⽅に関する教育」を全公⽴学校で実施へ

②みやざきこども・若者危機対応チームの設置（R8~）
・課題の整理やリスク判断の助⾔、関わり⽅や医療等の助⾔
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 SOSの出し⽅に関する教育の必要性

相談窓⼝の周知の必要性
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令和７年度の調査から
※⽇南・串間地域における⾼校⽣のこころの健康に関する実態調査



⽇南保健所の取組
「こどものいのちを守る教育」連携強化事業への参画
・中⼼校が実施する「SOS早期把握」に関するアンケートの作成・分析
・中⼼校の教職員や児童⽣徒等を対象とした相談窓⼝の説明や講演会
・中⼼校が実施する「SOSの出し⽅教育」の指導案作成

普及啓発
・相談窓⼝の周知について、こどもへの効果的な⽅法の検討

⼈材育成研修
・こどもに関わる学校の教職員や関係機関の職員を対象

こころの健康相談
⾃殺未遂者⽀援ネットワーク体制の継続
・救急告⽰病院、精神科病院、消防及び警察との連携 8


